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内閣官房長官決裁 

 
 
１ 趣旨 
仕事と家庭・地域生活の両立が可能なワーク･ライフ･バランスを実現する

ことを目的とする「ワーク･ライフ・バランス憲章」（仮称）及び「働き方を

変える、日本を変える行動指針」（仮称）を策定し、推進するため、「ワー

ク･ライフ･バランス推進官民トップ会議」（以下「会議」という。）を開催

する。 

 
２ 開催 
（１）会議は、内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）、

内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、総務大臣、厚生労働大臣及び経済産

業大臣並びに別紙に掲げる団体の代表者及び有識者により構成し、内閣官

房長官が開催する。 
（２）会議には、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 
 
３ 会議における議事の公表 
内閣官房長官又は内閣官房長官が指名する者は、会議における議事の内容

等を、会議の終了後、速やかに、適当と認める方法により、公表する。 
 
４ 庶務 
  会議の庶務は、厚生労働省の協力を得て、内閣府において処理する。 
 
５ その他  
  前各項に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、

内閣官房長官が定める。 
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（別紙） 

 

ワーク･ライフ･バランス推進官民トップ会議構成員名簿 

 

 

（関係閣僚） 

内閣官房長官 

内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画） 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

総務大臣 

厚生労働大臣 

経済産業大臣 

 

（団体の代表者） 

御手洗
み た ら い

 冨士夫
ふ じ お

  (社)日本経済団体連合会会長 

山口
やまぐち

  信夫
のぶ お

   日本商工会議所会頭 

髙木
たかぎ

  剛
つよし

    日本労働組合総連合会会長 

岡本
おかもと

  直美
なお み

   ＮＨＫ関連労働組合連合会議長 

麻生
あそう

  渡
わたる

    全国知事会会長 

 

（有識者） 

大沢
おおさわ

  真知子
ま ち こ

  日本女子大学人間社会学部教授 

佐藤
さとう

  博樹
ひろ き

   東京大学社会科学研究所教授 

樋
ひ

口
ぐち

  美
よし

雄
お

   慶應義塾大学商学部教授 

八代
やしろ

  尚宏
なおひろ

   国際基督教大学教養学部教授 

 

〔有識者については五十音順・敬称略〕 


